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１．は じ め に
わが国における地域情報化の発展は，e-Japan戦略，および e-Japan重点計画
の進展と歩調を合わせ，目覚ましいものがある。総務省によると，インターネッ
トの普及率は人口カバー率でみて９０％を超え，実際にインターネットを利用
している数は契約者数ベースで２，８７０万件あまり（２００４年６月末現在，総務
省資料）となっており，世界でも有数の先進国である。なかでも，光ファイバ，
DSLサービスと CATVをあわせたブロードバンドの利用件数は１，６５０万件あ
まりで，世界９位（２００２年１月現在，平成１６年版情報通信白書による），価
格面では１００kbps当たり料金換算で０．０９ドルとなり，２位の韓国の０．２５ドル
の半額以下で世界１位である（２００３年７月，平成１６年版情報通信白書によ
る）。これらの実績をもたらした一連の e-Japan関連政策は終了しようとして
いるが，国は，２００４年８月２７日，「平成１７年度 ICT政策大綱（ユビキタスネッ
ト社会の実現へ向けて）」を定め，今後の新たな展開を図っている。
しかしながら，一方で発展の恩恵を享受している地域があると同時に，他方
では，通信インフラの充実の遅れに代表されるような後進性に悩まされる地域
が生まれ，いわゆる「デジタル・デバイド」問題が徐々に新たな地域間格差の
原因として認識されるようになってきている。とくに地方の高齢化が進んでい
る過疎地域においては，「デジタル・デバイド」の問題は深刻であるが，行政
においては問題の重要性が十分に認識されていない場合があったり，他の施策
と比して優先度が低くされていたり，採算性の問題があって商業サービスが供
給されなかったりしているのが現状である。e-Japan政策では，民間主導が原
則として掲げられているが，そうだからといって公共サービスを禁じているわ
けではない。むしろ，地域間格差の是正に成功している例をみると，行政と民
間との連携が巧みに実現されている。とはいえ，過疎化・高齢化が進んでいる
地域に，成功から取り残されている例が多い。いったん取り残されてしまうと
なかなか追いつくのは困難であるが，地域住民や地方公共団体の自己責任を理
由に放置されて良いとはいえない。
本論では，愛媛県のいち過疎地域であり，かつ高齢化が進んでいる，喜多郡
旧五十崎町（２００５年１月１日付けで合併し，内子町となった）をフィールド
とした実験の例を取り上げながら，これらの問題について考察し，対処方法に
ついて提案する。以下では，はじめに，デジタル・デバイドの問題について，
高齢化や過疎という地域性と関連付けて考察し，その後で CANの手法を用い，
p-DSL技術を活用したフィールド・テストについて詳細を見ることにする。
２．課題の背景：デジタル・デバイド問題と解決の糸口
２．１ 高齢化とデジタル・デバイド
愛媛県は，人口に占める６５歳以上の高齢者の比率が約２１％，全国第１１位
であり，全国の平均値と比べて７～８年早く進んでいるとされる（１９９９年１０
月現在，愛媛県調べ）。とくに郡部における過疎化の進行は著しく，２００３年か
ら２００４年にかけて暦年でみると，愛媛県全体で約７，６００人，県全体の人口に
対する比率で０．５％強の人口減が見られるのに対し，郡部における人口減は
２，６００人，郡部全体の人口比率で０．８％弱となっている。
このように，高齢化は身近な問題としてわれわれのすぐ近くに見ることが出
来るが，この問題に対して ICT（情報通信技術）１）がこれまでに果たしてきた
役割はというと，いまだに「実験」や「試行」段階にとどまることが多い。
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たとえば，国による施策を振り返ってみると，各種の「パソコン教室」があ
げられる。これは，「教育及び学習の振興並びに人材の育成」という IT基本法
の条文に拠って，主に，パソコンの使用方法（主として，マイクロソフト社の
オペレーティングシステムに則り，ワードプロセッサや表計算ソフトの使用方
法）を学ぶものであって，確かに，年賀状や家計簿をパソコンで作成するとい
う使用方法が一般家庭に普及するのに一役買ったようである。地方公共団体の
施策も大同小異で，右の国による施策の実施が地方公共団体（とその契約事業
者）に任せられていたこともあり，独自の施策と銘打って提供されたものでも，
「パソコン教室」の範疇を越えるものはなかなか見当たらなかった。高齢者と
デジタル・デバイドの関係という視点からすると，要するに，「シニア・パソ
コン教室」を開講することで，高齢者に典型的にみられるとされる「キーボー
ド恐怖症」や「機械忌避症」を解消しようというものにすぎなかった。
これに対して，企業や学界での高齢化への対処はというと，高齢者のデジタ
ル・デバイドの源泉が，機械に対するインタフェース（操作性）にあるという
前提から，高齢者向けの入力装置として，マウスに換えて大きなトラック・ボ
ールを利用したり，キーボードの代わりに音声入力をする，リモコンを利用す
る，といった面からのアプローチ（並木他１９９８）（佐藤２００１）により，高齢者
が，パソコンという装置自体を家庭において簡便に利用できるようにする研究
が進められてきた。また，その一方で，パソコン利用の枠組みから離れて，湯
沸かしポットに通信機能を持たせて高齢者の安否確認をする，小型 GPS装置
を利用して徘徊老人の位置特定をする，というような技術が導入されてきてい
る（平野他２００４）（八木他１９９９）。前者は，デジタル・デバイドを，パソコン
が操作できるかどうか，という面から捉えている点で，「パソコン教室」と大
して違いはない。要するに「技能」の不足がデジタル・デバイドを生み出して
いると想定して，「技能の向上」を図ることがその解消の手立てであると考え
る立場である。いうまでもないが，ICTに利用されている技術への適用不足（＝
技能不足）が個々の高齢者をデジタル・デバイドに陥れる原因であるのは事実
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である。同時に，「技能不足」を招く技術的要因が，個々の高齢者だけではな
く，社会全体にもたらす影響，すなわちマクロ経済的な側面も見逃すことはで
きない。
高齢化社会において，高齢者が直面するのは，個別の高齢者が個々に適用す
れば解決する問題ではない。むしろ，高齢者が社会の構成員の大勢を占めると
いう事実を反映した，ICTが利活用されるべきであろう。これは，多くの部分
が，現在のパソコンを中心とした ICTの利用が依然として未成熟であり，不
完全であることに起因している。この点については，技術開発によって解決可
能な課題であり，世界に先駆けて高齢化が進 する日本にとっては喫緊の課題
であり，今後世界に対して貢献できる部分でもある。より多くの高齢者が ICT
の利用者となる環境整備が望まれるゆえんである。
２．２ 過疎化とデジタル・デバイド
高齢化とデジタル・デバイドの関係をみると，ICTにおける技術分野での進
展が個々のユーザにとっての障壁を取り除くことによって，デバイドの解消に
役立つという点は前節で述べた。しかしながら，高齢化がもたらすもうひとつ
の側面である過疎化についても考慮する必要がある。先に見たように，愛媛県
では，典型的に見ることができるが，高齢化の進展と過疎化は同時にやってく
る。現時点ですら，過疎化がすすむ地域においては，典型的なデジタル・デバ
イドを見ることができる。「ブロードバンド・デバイド」と呼ばれるものがそ
れである。
「ブロードバンド・デバイド」とは，デジタル・デバイドのなかでも，とく
に，インターネットを利用するために必要とされる通信環境が，ブロードバン
ド対応ではない状況を指す。一般に，過疎地域においては，高齢者の比率が高
いためインターネット利用者数が乏しく，それゆえに通信事業者が投資を行っ
てブロードバンド環境を整備するインセンティブに乏しい。
実は，日本は世界でもっとも安価に高速なインターネット接続が可能なネッ
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トワークインフラが整備された国であるといわれながら，過疎地域はその範疇
から置き去りにされている。理由は明らかであり，商業性に鑑みて，過疎地域
では投資に見合う収益を期待できないことから，通信事業者が投資を控えるか
らである。
総務省による「ユビキタスネット社会の実現に向けた政策懇談会」は２００４
年１２月１７日最終報告書を提出した（総務省，HP１）。そのなかで，今後の u-Japan
（ユビキタス・ジャパン）の実現のためには，ブロードバンド・ネットワーク
環境の整備が必須であるとしている（同最終報告書５０ページ）。ここでいう「ブ
ロードバンド」は１５５Kbps以上３０Mbps以下の双方向データ通信であり，IP（イ
ンターネットプロトコル）によって高速のデータ通信を行うことが想定されて
いる。
しかしながら，過疎地域における「ブロードバンド・デバイド」は深刻であ
り，この点は，上記報告書のなかでも問題視されており，これまでの e-Japan
政策では，市場原理を最優先してきているが，今後は全国的な最低水準のブロ
ードバンド環境を整備するためには，市場原理によっては叶わない商業性の面
から条件不利である地域，すなわち，過疎地域における代替的な基盤整備の方
法を探る，としている。（総務省，同）
この点に関して解決策として想定されているのは，大きく分けてふたつの方
法である。一つ目は，基盤整備にかかる初期投資費用および運用費用が，商用
通信事業者が継続的にビジネスを維持する上でボトルネックとなっている点に
注目し，初期投資費用を公的資金でまかなうことや，運用を自治体，NPOや
組合など営利追求をしなくてもよいような形態にすることである。
もう一つは，継続的に赤字の補 を提供する方法である。この方法では，原
資として，デジタル通信網版の「ユニバーサル基金」を設け，商業的に十分な
利益を得られる地域から，そうでない地域への資金の移転を実現しようという
仕掛けがある。他方，音声通話に関する「ユニバーサル基金」２００２年６月に
導入されて以来利用実績がなく，有用性に疑問の声もあがっている。
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２．３ デジタル・デバイド解決の糸口
以上のように，デジタル・デバイド，とくに「ブロードバンド・デバイド」
は，現在の高齢化地域や過疎地域における課題として認識されるものである。
しかしながら，それは同時に，デジタル・デバイド問題を生みだしている原因
でもある。言い換えると，デジタル・デバイド（とくにブロードバンド・デバ
イド）が更なるデジタル・デバイドを生み出す原因であるという「負の循環構
造」が存在している，ということである。
これに対処する方法は，これまでにも，技術開発，教育訓練や補助金・助成
金などの政策によって展開されてきているし，今後も引き続き「u-Japan」構
想のなかで取り扱われる政策課題であり続けることと考えられる。例えば，総
務省は，２００４年１２月１７日に報道資料，「全国均衡のあるブロードバンド基盤
の整備に関する研究会中間報告『ブロードバンド・ゼロ地域脱出計画』（案）
の取りまとめ及び意見募集」（総務省 HP２）を発表しており，具体的な施策作
りが進められていることが看て取れるし，今後の政策実現に期待したい。
本論で取り上げるのは，これらの活動と同時進行している地域における情報
化推進のプロジェクトの例である。ここでは，愛媛県の旧五十崎町をフィール
ドとして取り上げて，技術面での新しい方式の適用と，それに際して採用され
た運営組織面での方式についてみていくこととする。これによって，情報基盤
の未整備が原因である「ブロードバンド・デバイド」の解決方策の糸口を示す
ことが狙いである。
３．対象地域のプロフィール
３．１ 愛媛県喜多郡内子町五十崎
愛媛県喜多郡の旧五十崎町は，２００５年１月１日をもって，旧内子町，旧小
田町と合併し，新内子町の一部を構成することとなった。新内子町は，四国の
愛媛県の県庁所在地である松山市の南西約４０キロメートルに位置している。
東京を基準にすると，ほぼ１，０００キロメートル南西になる。高速道路が伸長し
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てきたのは１９９９年であり，鉄道路線である JRでは特急は五十崎駅には停車
しない。
旧五十崎町の面積は３８．４９平方キロメートルである。かつて旧五十崎町には
銅山があって，栄えていたこともあるが，資源が枯渇して以来，人口の流出に
悩まされてきた。２００３年３月末現在の人口は，行政による宅地造成努力，高
速道路の延伸などの効果もあり，２００２年の５，９９８人から微増していて，６，００２
人である。２０００年国勢調査から産業構造をみてみると，第一次産業従事者が
３８４人（人口に占める割合は１３．７％，以下同じ），第二次産業従事者が１，０８７
人（３８．７％），第三次産業従事者が１，３３６人（４７．６％），全就業者が人口に占め
る割合は５８％となっている。また，総務省統計によると，２００２年度の地方税
収は３８６百万円であり，歳出決算総額は３，２９８百万円である。総じていうと，
五十崎は，６５歳以上の人口比率は２５％を超えている高齢化のすすんでいる地
域で，高齢化の影響は行政のさまざまな側面に影響を与えてきている。
つぎに，情報通信関係のインフラの状況について概観する。五十崎地区では
旧五十崎町時代から，町役場の所在する中心部である平岡地区で，STNetが提
供する光ファイバ経由のインターネットアクセスが可能な環境が整っている。
また，同地区にある加入電話の RT（リモートターミナル）までは，NTTの光
ファイバが配線されている。また，大洲に本社があるケーブルネットワーク西
瀬戸（CNW）が，平岡を含む旧五十崎町の中心部分に CATVインターネット
の提供を行っている。
しかしながら，町の多くの部分が山がちであるという地理的要因に加え，人
口密度が低いことも手伝って，町の大部分ではブロードバンドのインフラ整備
は遅れがちである。さらに，ADSLサービスについてみてみると，上記の要因
に加えて，DSLAM（Digital Subscriber Line Access Multiplexer：デジタル加入
者線集約装置）を収容する局舎までの経路の線路の一部分が光化されているた
め，ADSLサービスが提供できない，という難点が見られる。
また，住民のインターネット利用に対するニーズについて調査した結果，大
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勢では一般住民の間に，インターネット，ことにブロードバンド・サービスの
利用に関して，切迫したニーズがあるとは結論付けられなかった。２）
以上をまとめると，五十崎は，人口６千人程度の小さな，高齢化の進む山間
地域であり，デジタル・デバイドの観点からすると，情報インフラは，中心地
区に限定してブロードバンド・インターネットの利用が可能なのに対して，そ
れ以外では，たとえ物理的距離が１キロメートルに満たない場合でも，住民
がアクセシビリティ上の困難に直面していること，そして，高齢化が原因となっ
て，情報リテラシーの面でも隔絶されたデバイドの状況に置かれている状況で
あるということになる。
３．２ NPO法人凧ネット
五十崎に拠点の事務局を置く NPO法人凧ネットは，２００３年９月１７日に，
それまでの任意団体「凧ネットワーク」を発展解消する形で設立された。この
NPOは，背景となった活動を踏まえながら，さまざまな専門性を持つ構成員
が，それぞれの強みを持ち寄って地域の情報化に貢献しているという意味でユ
ニークである。そして，その一つの役割が，デジタル・デバイドの解消に向かっ
て，地域の住民自らが組織的に活動をする母体としての役割である。
以下では，本フィールド・テストの実質的な担い手となった NPO法人凧ネッ
トのプロフィールについて見て行こう。
３．２．１ 黎明期
NPO法人凧ネットの前身は任意団体の「凧ネットワーク」である。ところ
が，凧ネットワークは，実は，五十崎町に商用プロバイダが参入する前から存
在したインターネットサービスの名称でもある。この ISPは，いち民間人のガ
レージにサーバが設置されて運用されてきていたものである。こうしてみると
凧ネットワークは NPO法人凧ネットの直系の「祖先」ではあるのだが，それ
よりも以前から，実は，「コンピュータ抜き」で，大本となる活動，地元のア
マチュア無線家たちが作るネットワーク活動として存在し，いつの頃からか凧
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ネットワークと呼び合うようになっていったようである。
３．２．２ コンピュータ時代
五十崎とその周辺（内子町を含む）のアマチュア無線家たちは，コンピュー
タが市場で入手できるようになると，そのままコンピュータ・ギークとして活
躍の場を拡大することになった。ここでいうコンピュータは，私たちが現在目
にするような出来上がったものではない。凧ネットの主要なメンバーに尋ねる
と，１９７０年代に「自作コンピュータ」をつくった経験があることがわかった。
時代が下ると，メーカー製のホビーコンピュータ，たとえば，NEC製の PC
‐８０００シリーズが，五十崎町のアマチュア無線家たちの「おもちゃ」となった。
彼らは，コンピュータに親しみ，後のネットワーク時代に至るまで，一貫して
地域において最もコンピュータ・リテラシの高い層を形成し続けることにな
る。
３．２．３ ネットワーク時代
１９８０年代になると，BBSを利用したコンピュータ通信が盛んに利用される
ようになった。のちに凧ネットの核となるメンバーは，パソコン通信をとおし
て情報交換をすると同時に，パソコン通信による同好組織を形成するように
なってきた。言うまでもなく，ここで使用されていたのは自作パソコンであり，
趣味の延長としての利用が主流であった。
１９９０年代半ばになると，愛媛県でも商用インターネットのサービスが提供
されはじめた。当初は大学間のネットワークしかなかったものが，県が提供す
るサービス，商業サービスと徐々に広がって行ったのは，一般的なインターネッ
ト普及の過程と同じである。特筆されるべきなのは，愛媛県下の地方公共団体
の多くがホームページすら持っていなかった頃に，五十崎町には自前のWeb
サーバがあり，情報発信がされ始めていたことである。このサーバは NTT
Docomoが提供していた Cobaltをベースにした「MM Qube」に，NTTが提供
した ISDNの OCNエコノミー（１．５Mbps）を配したものであった。
以後，サーバは自作の Linuxマシンへと変化したが，２００３年に隣接する旧
デジタル・デバイドの解消とコミュニティ・エリア・ネットワーク（CAN）
構築への「p-DSL」の適用について ８９
内子町で光ファイバによるブロードバンド・サービスが提供され，ホストが移
されるまで，個人のガレージでWebホスティングは続けられ，五十崎町の公
式サイトもそこに置かれ続けていた。
このWebホスティングを通じて，凧ネットの主要なメンバーは，Webサイ
トの運営について，ネットワーク管理，すなわち，ウィルス対策や電源の管理
などとともに，CGIを利用したサイトの構築など，サイトデザインの技術を向
上させていくこととなった。
３．２．４ NPO法人凧ネット
２００３年６月１２日任意団体凧ネットのメンバーは，NPO法人の認証を得るた
めの申請を行った。そして，９月１７日に認証を得，９月１９日に登記を行い，
特定非営利活動法人となった。初代の会長は，久保和繁氏。登記上の住所は，
愛媛県喜多郡五十崎町大字平岡甲３５１番地であり，事務局も同所に置かれてい
る。定款では，「この法人は，住民活動を担う個人及び住民団体，及び産業に
対して，IT（情報通信技術）の活用により，社会・企業活動における情報化推
進に関する指導，助言，啓発，教育，相談，福祉事業を行い，まちづくりの推
進及び地域の循環型社会づくり，また国際交流に寄
与することを目的とする。」と謳っている。改正 NPO
法の定める「十二 情報化社会の発展を図る活動」
を活動分野として掲げていると同時に，旧来からの
「三 まちづくりの推進を図る活動」も同時に活動
対象としている。
すでに述べてきたように，NPO法人凧ネットの
主要メンバーは，アマチュア無線をはじめとして，
自作のマイコン，パソコン通信，インターネットの
Webホスティングに至る，情報化に関する豊かな
経験を有している人材に富んでいる。
これまでのところ，NPO法人としての凧ネット図１ NPO法人凧ネット
のパンフレット
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の活動は，設立直後の町民文化祭における ICT関連機器の展示紹介や，Web
上での掲示板の提供を行ってきたが，２００４年に，CAN（コミュニティ・エリ
ア・ネットワーク）プロジェクトの主たる担い手となって活動することになっ
た。
４．CAN（コミュニティ・エリア・ネットワーク）への取り組み
CAN（Community Area Network）は公文俊平が提唱している「『コミュニティ』
つまり生活圏としての地域の住民，団体，企業のグループを基本的な単位とす
る下からの情報ネットワーク」（CANフォーラム HP）のあり方をいうが，旧
五十崎町における，CANの取り組みは，「ITワーキング」の活動に典型的に
見ることができる。
４．１ IT ワーキング
旧五十崎町における，CANの取り組みは，「ITワーキング」によって実現
が始まった。２０００年以降の「e-Japan」関連の種々の施策によって，全国的に ICT
の利用が増加し，都市部においてブロードバンドが普及し始めると，五十崎町
が条件不利地域であることが次第に明らかになってきた。特に，２００２年以降，
隣接する内子町で光ファイバが利用できるようになったり，また，CATVを利
用するインターネット接続サービスが町内の一部で開始されたりし始めると，
当時まだ任意団体であった凧ネットのメンバーのなかで，より高速なインター
ネット接続への期待が高まった。
同時に，過疎と高齢化に悩む地域が，伝統的な生活様式を維持しつつ，生活
の質（Quality of Life：QOL）を落とさずに豊かに暮らしていけるよう，また，
重要な産業である農業の効率化ができるよう，高速な常時接続のネットワーク
を基盤とする ICTを利用することが考えられ始めた。そして，五十崎町の組
織として「ITワーキンググループ（略称 ITワーキング）」が構成された。
この「ワーキング」制度は五十崎町に特徴的であり，町民が，各自の興味の
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ある分野で，かつ問題があると考えられる生活課題に関し，寄り集まり，町政
の担当者を交え議論を重ね，町政に反映して行くという仕組みである。かつて
の「寄り合い」がそのまま引き続き保たれ，いわばある種の直接民主制のよう
に見ることができる。
さて，ITワーキングでは，当面の目標を， 高齢者を中心とする生活者支
援への ICTの利活用，必要とされる ICTサービスの構築および提供のため
の通信インフラ整備への助言，と定め，２００２年以降会合を重ねてきた。主た
る構成メンバーは，同好会組織である「凧ネット」の会員のうち，五十崎町在
住のものが多くを占めていた。
ITワーキングでの議論を踏まえ，２００４年には，CANにおける，情報通信基
盤整備分野において，次に述べる地域情報化支援プロジェクトが開始されるこ
とになった。
４．２ NPO法人凧ネットと行政との協業
五十崎町は２００３年度の補正予算を利用して，「五十崎町情報通信技術実験プ
ロジェクト委員会」を設置した。この委員会は，ITワーキングの構成員に学
識経験者と事業者を加えたものであり，設置の目的として，五十崎町において，
町民と町政への啓蒙活動につながるような情報通信技術（ICT）を活用した実
験的なプロジェクトを実施し，今後の３町合併による新しい町政のあり方を見
通しながら，過疎化，高齢化の進む地域における安全で安心して暮らせるまち
づくりや，経済発展に対して，ICTを利活用する手法について検証することを
掲げていた。行政と NPOとが連携をとりながら活動する CANが形作られて
いった。
この CAN活動において，NPO法人凧ネットは，法人として委員会の構成メ
ンバーの一員となると同時に，委員会の主要メンバーのなかに NPO法人凧ネッ
トの会員も加わるという重要な役割を担っていた。
フィールド・テストにおいては，NPO法人凧ネットは，プロジェクトの実
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施主体としての役割を担い，NPOが地方自治体と協働して，地域の情報化に
取り組む，CAN活動の例としては，愛媛県では最初のケースとなった。
５．実験プロジェクトの概要
このプロジェクトは２００４年の６月に一応の目処をつけたが，引き続き２００４
年度全般を通してさまざまな活動が続けられることになった。以下にプロジェ
クトの概要を述べる。
５．１ 重松地区情報化支援プロジェクト
旧五十崎町の重松亀井地区は，総戸数１７戸の地区である。地理的には，標
高３００メートルほどの山の中腹から頂きより近くに民家と田畑，果樹林が点在
している。６０歳以上の世帯からなる高齢化率は６割を超えており，なかには
７０歳を超える独居老人もいる。地区のほぼ中心に亀井集会所があり，かつて
はコミュニティ活動の中心であったが，最近は地区の人口の減少と高齢化に
伴って使用頻度は高くない。
この地区は人口の少なさから，現在も将来にわたっても，いかなる形の商業
的なブロードバンド接続サービスも提供される見込みはない。投下資本の多さ
に比較して収益機会の少なさが原因となって商業サービスは投入されないので
ある。しかし，この地区は NPO法人凧ネットの事務局（平岡地区）から見通
しのよいところに位置しており，容易に無線 LANを用いてポイント・トゥ・
ポイントでインターネット接続を提供できることが想定された。そこで地区住
民の協力を得て，ネットワーク基盤の構築を行って，ICTを用いたコミュニティ
での生活支援，産業支援の実験的プロジェクトを実施することとした。
区長の呼び掛けに応えて７軒の協力家庭が現れた。２００４年の３月下旬から６
月までの３ヶ月をかけて，平野部にある NPO法人凧ネットの事務局と，各戸
とを結ぶインターネット回線網が構築された。平野部から山間部へのバックボ
ーンは無線 LAN，亀井地区の受信ポイントから各戸への接続は，後述する住
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友電気工業株式会社が開発した VDSL機材を利用する p-DSLを用いることに
なり，一部光ファイバを含む線路網が約４００メートル四方の地域に構築された。
５．２ 住民参加の側面
この地域は，野生動物が多く出現する。そのため，最初に敷設された光ファ
イバが，敷設の翌日早々に数箇所にわたって噛み切られてしまうという事態が
発生した。当初は，光ファイバに保護チューブをかけることなく排水溝に敷設
していたことが原因であった。そこで，計画全体を見直す必要に迫られた。結
局，噛み切られたとしても再接続が可能な銅線に保護チューブを付して敷設す
ることになったが，最初から配線をやり直す必要があった。
ここに至って，地域住民から助力の申し出があった。最初の線路の構築には，
松山大学上杉ゼミの学生諸君が泊まりこみでボランティア参加したが，地元か
図２ 五十崎町情報通信実験網構成
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らの協力は限られていた。しかしながら，断線に悩むプロジェクトに対して，
コミュニティからの協力として，線路敷設作業へのボランティアでの労力の提
供がなされた。この結果，住民の中に，自らが構築した線路への愛着が生まれ
たことと，それを用いた ICTの利用に興味が膨らんだことは，積極的に評価
できる。
６．p-DSL の実装と課題
このような背景のもとで，重松地区情報化支援プロジェクトは起動した。こ
こで本論の中心的論点である，p-DSLに論点を移したい。p-DSLは，本フィー
ルド・テストの核を構成する技術的要素であり，新たな地域情報化のインフラ
づくり，u-Japan実現に有用なモデルであると考えられる。そこでこれを実証
するために，p-DSL概念の説明からはじめ，フィールド・テストにおける実装
の形態を述べる。そして，p-DSLの利用について述べた上で，課題について述
べる。p-DSLの試験運用を行うにあたって，地域情報化および CAN活動にお
ける政策課題も浮かび上がってきた。
以下では，それぞれについて触れ，その解決方法についても考察することと
したい。
６．１ p-DSL とは
p-DSLは proxi-DSLという造語の省略である（Uesugi，２００４）。“proxi-”と
いうのは，「近接性」を意味する“proximity”という単語と，「代理」を意味す
る“proxy”の両方の意味合いがこめられている。DSLは，Digital Subscriber Line
すなわち，一般加入電話の線路を用いて，デジタル通信を行う技術をいう。p-
DSLは，DSLのうち，通信速度が高速な VDSL（Very high-bit-rate Digital
Subscriber Line：超高速の DSL）技術を利用して，各家庭に近接した場所
（proximity）間でのデータ通信を実現しようというものである。
p-DSLの概念を（図３）に示す。現在日本において一般的な ADSLサービ
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スとの違いに重心を置いて説明を加えると，通常 ADSLは，電話局の局舎内
に DSLAMを置き，加入者宅にモデムを置くという構成をとっているが，p-DSL
は，DSLAMの設置場所を局舎内に限らず，むしろ，加入者宅に近接した場所
に設置することで，規模の小さなコミュニティにおいて，デジタル通信を可能
にするものである。
もうすこし具体的に（図３）に沿って説明する（「 」は図中の用語を示す）。
電話局から一般家庭「加入者宅」に至る音声通話線路である「電話加入者線」
は電信柱につながって，それぞれの「加入者宅」に分配されている。そこで，
小型の「DSLAM」を電信柱上に設置して，「電話加入者線」との間を「splitter」
を介して接続する。その一方で，「公共のブロードバンド回線網」（データ通信
網）から，当該 DSLAMのデータ通信ポートに接続する。
これによって，
音声の経路：加入者宅＝splitter（電信柱）＝電話加入者線＝交換機
データの経路：加入者宅＝splitter（電信柱）＝DSLAM＝公共のブロード
バンド回線網
という経路をつくることになる。
これに似た形態で，VDSL技術を利用する例は，日本では，ホテルやマンショ
図３ p－DSLの概念図
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ンなどの集合住宅において，既存の電話配線（銅線）を利用してブロードバン
ド・インターネットを利用する際に使用されてきている。この場合には，内線
交換機が設置されている場所に DSLAMが設置されている。
また，オーストラリアにおいては，首都キャンベラで，マルチメディア事業
を展開中の TransACT社が，FTTCと VDSLの組み合わせでサービスを提供し
ている。同社によると，幹線部分は「FTTC（Fiber-To-The-Curb）」，すなわち，
光ファイバで構築したネットワークを，各 suburb（サバーブ：日本の「町内」
に相当）の通常電信柱上に設置した「Node」（ノード：端末装置，DSLAMで
ある）まで引き回し，そこから先は，銅線である CAT５のイーサーケーブルを
介して，各家庭への加入者網を「Star（スター型）」状に構築。このネットワ
ーク上で，電話，映像サービス（ビデオ・オン・デマンドを含む），ブロード
バンド・インターネット接続を提供するものである。（TransACT HP）
五十崎のフィールド・テストにおいては，DSLAMとして住友電気工業株式
会社情報通信研究所が試作した３バンド VDSL局装置を使用し，各家庭には，
住友電工ネットワークス社製 VDSLモデム VTE３０２１を配し（いずれも ITU-T
G９９３．１DMT方式準拠），必要なネットワーク機材（スイッチ，ルータなど）
については，愛媛大学木村研究室と松山大学上杉研究室から提供して，p-DSL
を構築した。線路については，NTTの加入者網を利用したいという希望はあっ
たが，不可能であったため，実際の引き込み線に使用されている銅線と同種の
線によって，線路を別途構築して代替することにした。線路の構成とネットワ
ークの構成は（図２）の通りであるが，データの経路として，重松亀井地区内
においては，p-DSLを使用し，重松から平岡間をルート株式会社製無線 LAN
によって３）結ぶこととした。（図４）に各機材の設置状況を写した写真を示す。
６．２ p-DSL の利点
以上の p-DSLの概要を踏まえ，以下では，なぜ p-DSLがブロードバンド・
デバイド解決の手法となるのか，その利点について示しながら考察してみよう。
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６．２．１ 完全光化までの「ギャップ」の存在
一般に，xDSL技術は，データ通信網の完全な光化までの「つなぎ」の技術
であるとされている。p-DSLも DSL技術の一種であるので，「つなぎ」として
の性質に従うと考えるべきである。それならば「つなぎ」とは如何なる意味合
DSLAM
（現地に設置したものと同系のもの）
VDSLモデム 無線アンテナ
CATVモデムとルータ 無線ルータとスイッチ
図４ p－DSLの実装状況
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いをもっているのだろうか。言うまでもなく，「つなぎ」というのは，「一時し
のぎ」であり「恒久的ではない」という意味である。それでは，なぜ，「恒久
的でない」のか。その理由は，データ通信における理想的な媒体が光ファイバ
であり，xDSLが拠るところの銅線ではないからである。言い換えると，すべ
ての利用者が銅線ではなく光ファイバを通信経路として利用する姿が，将来の
通信網のあるべき姿であり，そのように網は全体として進化しているので，早
晩，現存する銅線の通信線路は廃止され，光ファイバ網に置き換えられ，xDSL
が利用できなくなってしまうからである。
それでは，そのタイミングはどうなっているか。実は，日本に関して言うと，
光ファイバ網の構築は進展めざましく，いまや世界一の光ファイバ基盤を有し
ており，都市間通信網はすべて光化されているほか，加入者宅においても，デ
ータ通信サービスが日増しに光化されているところである。他方，音声通信サ
ービスに関しては，たとえ光ファイバ網のカバーする地域にあっても，加入者
宅に入り込んでいるのは，いまだに銅線である。都市部においてすら，銅線を
廃し，完全に光化するには至っていない。通信キャリアにとっては，光化のた
めの投資と銅線の維持の両方の負担に耐えなければならない厳しい時代となっ
ている。この事情は，過疎地をふくめた，周辺地域や辺境地域において，より
厳しい状況となっている。
そのため，キャリア各社はそれぞれに戦略をもって光化を計画しているが，
最大手である NTTは，２００４年１１月１０日に，固定電話の光化を宣言し，２０１０
年までに，現在の加入者数（６，０００万）の半数に当たる３，０００万加入者を，光
ファイバによる IP化されたアクセス網と光化された上位のネットワークに
よって構成される「次世代ネットワーク」化することとしている。（NTT（HP
１））
完全光化を目指す上ではいくつもの難点をクリアして行かなければならな
い。最初に挙げられるのが，投資費用である。NTTは今後２０１０年までの設備
投資を５兆円と予定し，そのうちの６割（３，０００億円）を IP化・光化関係の
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投資に振り分け，さらにその３割（１兆８，０００億円）をアクセス網の構築に投
入する予定である。（NTT（HP１））この膨大な投資をどうマネージするのか。
企業の資金的余力の点からいうと，移動体事業小会社やデータ事業小会社での
景況の良さというグループ全体での体力には明るさがあるものの，固定通信事
業そのものでは，かならずしも余裕綽綽という状況にあるとは言えまい。
次に，完全光化をする際に需要喚起を継続して行かなければならないという
問題がある。現在の構想では，NTTは，光化の進展に伴って漸次需要も喚起
されると想定していると考えられる。また，その需要も主として高速データ通
信が必要である映像のやり取りに焦点が当てられているようである。この想定
は，これまでの都市におけるビデオ配信サービスへの需要に対する期待の延長
にあるように見えるが，３，０００万加入を目指す上で，映像サービスに拠るだけ
では心もとないのではないか。「光ファイバと次世代ネットワークを使った新
しい IP電話サービスを開始し，その料金を加入電話よりも安くすれば移行は
スムーズ」（日経コミュニケーション２００４年１２月１５日号４１ページ）という
見解もあるが，投資費用の回収を急がなければならないことを考えると，安易
図５ 完全光化に至るまでに存在する投資と需要とのギャップ
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な安売りには踏み切れまい。（図５）は，十分な需要が費用をカバーするまで
に起こり得るギャップを示しているが，このように，完全光化が実現するまで
の間には，ブロードバンド・サービスの提供が間に合わないが故のギャップ期
間の存在が予想される。
さらに，保守体制の転換という課題もある。現在の交換機の保守要員の主力
である５０歳代の職員が徐々に定年退職して行く流れのなかで，今後５年間で
旧方式ネットワークを稼動させつつ，次世代ネットワークの保守体制を構築す
る必要がある。人員の減少は，企業としてスリムな財務体質をつくる上でポジ
ティブな効果をもたらすかもしれないが，機能不全に陥らないようにするため
に二重投資は避けられまい。
６．２．２ p-DSL という「つなぎ技術」の有用性
以上のような，「ギャップ」に対して，需要喚起策ならびに保守体制対策と
して有効なものが，p-DSLという「つなぎ技術」である。
まず，需要喚起について考えてみる。完全光化が実現されて，各加入者のア
クセス系が光で代替される前から，ブロードバンド需要を喚起することは重要
であるし，可能である。それは，現在高速 ADSLが FTTHよりも爆発的に普
及していることから容易に推定されるが，インターネットの利用者は，FTTH
が利用できなくても，高速な ADSLが利用できるのであれば，ADSLでのブロ
ードバンド・インターネット利用を指向する。換言すると，FTTHが配線され
るまで「待てない」というユーザの指向が見られる。そして，ブロードバンド
の利用を体験したユーザは，より速い接続を求めて，FTTHが利用できるよう
になると乗り換えていく。従って，「FTTHかダイヤルアップか」といった「オ
ール・オア・ナッシング（all or nothing）」という展開はむしろ望ましくなく，
ブロードバンドに慣れたユーザが FTTHに対しても高い需要を持っている，と
いう段階的な展開が望ましい。
さらに，光化のステップを考えてみると，一つの地域を地域ぐるみで光化し
て，加入者網まで一斉に光化する，というステップは資源の配分の効率性から
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みて想定し難い。むしろ，ZC（zone center），GC（group unit center）の光化が
され，キ線までの光化がされ，網の上部から光化がされて，加入者の引き込み
線は最後になると考えるのが妥当である。
以上のような点から鑑みると，漸次光化の対応が終わっている部分を活用し
ながら，既存の銅線のネットワークも生かして行く方法を採用することが合理
的であると考えられる。すなわち，加入者部分への引き込みについては，既存
の銅線をデータ通信に使用しつつ，その上位を束ねる光ファイバ網につなぎこ
んで行く方法にメリットがある，ということである。ここに，p-DSLという「つ
なぎ技術」を活用することの意義があると言えよう。
次に，保守体制対策についても考察しよう。p-DSLでは，エッジ・ノード（加
入者収容機器）の一部の機能を，加入者宅に近接する場所に設置した DSLAM
によって代替させる。従って，保守体制を非常に小さなユニットに分割するこ
とが可能になる。これは，例えば，山間地域において，集会所に DSLAMを中
心とする収容装置を設置し，集会所までは公的な光ファイバ網を配線，集会所
からはドライ・カッパを利用する，という方式で実現できる。その際の，収容
装置の保守・維持やドライ・カッパの保守・維持に関しては，取扱回線数が格
段に減ることから，交換機の維持に比べると格段に容易になり，小規模な契約
保守担当者（例えば，地域の電気工事店，地域住民自身，NPO，地方公共団体
など）が保守体制を構築することが可能となろう。
６．３ p-DSL 実装上の課題
以上述べたように，p-DSLには，完全光化までの「つなぎ技術」として利用
される候補の一つ足り得る利点がある。他方で，五十崎におけるフィールド・
テストを展開して行く上でいくつかの課題も浮かび上がってきた。以下では，
その制度的課題と技術的課題について述べたい。
６．３．１ p-DSL 実装における制度的課題
p-DSLは，既存のドライ・カッパを高速データ通信網に利用して，光化され
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るまでの間「つなぎ」としてブロードバンド提供のためのネットワークとして
活用しようというものである。従って，既存の電話加入回線が p-DSLに接続
できるかどうか，という点が重要である。五十崎におけるフィールド・テスト
を展開する上では，亀井集会所に隣接して，NTTのクロージャーが設置され
ており，ここの集線を分岐して DSLAMに接続するのが理想的であったが，NTT
との交渉の結果，これは実現しなかった。現在のところ，法制度が義務付けて
いるのは NTTの局舎内でのMDFよりも上流側へのコロケーションだけであ
ることから，法的立場からすれば，今回のフィールド・テストに協力するかど
うかは，NTTの自由な判断に拠るものである。どのような経営判断がなされ
たかは知る由もないが，自由な判断は尊重したい。殊に，法的強制力をもって
p-DSLが使用されることになると，ドライ・カッパの全面的開放を意味するの
で，慎重に対応すべきであることは当然であろう。逆に，６．２．１で述べたよう
に，完全光化までの間に発生する「ギャップ」に対応するための「つなぎ」と
して，「p-DSLを利用することを NTTに対して独占的に認める」，という「ア
ンバンドリング（unbundling）」に対抗する概念「リバンドリング（re-bundling）」
が新たな規制として考えられても良いかもしれない。（Uesugi（２００４））
また，五十崎のフィールド・テストでは，DSLAMや，付帯するネットワー
ク機材の設置場所や電源などの責任限界をどこに設定するか，という点が問題
点として浮かび上がってきた。今回のテストにおいては，五十崎町の総務課長
宅に機材を設置し，電源も供給することで対処した。五十崎町は平成１５年度
中に第二種通信事業者の届出を行い，これらの機材と線路に責任を負うことに
なった。保守に関しては，NPO法人凧ネットが町からの業務委託を受けて，
これに当たることになった。しかしながら，もし，p-DSLを「つなぎ」システ
ムとして大量に利用することになると，この様な複雑な方法では対処すること
は困難であろう。簡便に負担の少ない方法での運用体制の構築が可能になるよ
うな制度整備が必要であろう。
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６．３．２ p-DSL 実装における技術的課題
今回の重松亀井地区での実験は，線路構築作業，機器の設置作業，ネットワ
ーク機器の設定作業，事後の保守・管理作業，という複合的な作業を長期間に
わたって，極めて少ない人的資源と資金，そして，半ば素人集団が実施する，
という劣悪な状況で行われた。４）さらに，自然環境も非常に苛酷であった。２００４
年，愛媛県は記録的な豪雨に見舞われ，人的損失が発生した程であった。当該
地域においても豪雨による線路の切断，原因不明の機材の機能不全などが見ら
れた。
とくに，p-DSLをデジタル通信のインフラ提供手段のシステムであるとして
みた場合，すなわち，CANを実現するための基盤技術であると考えた場合，
単に高速にデジタル信号をやりとりできるだけでは十分ではなく，スイッチや
ルータといったネットワーク部分を担う機器との一体性を提供して，容易にか
つ安価に実現することが求められることになる。
「つなぎ」技術が希求される地域というのは，過疎化が進んでいる地域であっ
たり，高齢化が進んでいる地域であったりすることが多く，今回の実験のよう
に，寄せ集めの機材を使って，ネットワークを組み上げてデジタル通信網を作
り出してしまう，ということを実行するには人的資源のスキル面に欠けている
し，資金面でもそうである。そのような前提に立って，なおかつ p-DSLを運
用しようとすると，システマティックにパッケージ化されたものを開発する必
要がでてくるのではなかろうか。例えば，一台の DSLAMが収容している加入
者間での折り返し通信を可能にするようなスイッチング・ルーティングの機能
などを，DSLAMに実装しておく，といったことである。
「つなぎ」技術としての優位性を十分に活かし切るには，保守・運用が容易
であること，そして，それゆえに，その費用がかからないこと，という困難な
要求を満たす機材を開発する必要があるのではなかろうか。
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７．ま と め
本論文では，デジタル・デバイド，特に，ブロードバンド・デバイドの解消
に技術的側面から有用であると考えられる，p-DSLシステムについて，２００４
年から五十崎町（現内子町）重松亀井地区において実施されてきているフィー
ルド・テストの例を引きながら述べてきた。
デジタル・デバイドは，往々にして過疎化・高齢化に悩む地域において加速
して，ブロードバンド・デバイドを引き起こし，その格差の拡大は更なる格差
の拡大を招きつつある。しかしながら，u-Japanを実現する上では，インフラ
に格差が存在するということ自体が，大前提が整っていないこととなり，非常
に困難な問題を提示することになる。ことに，u-Japanがターゲットとする，
高齢者や過疎地域の住民にアクセシビリティが不足しているということであれ
ば，これは大問題である。
他方，これまでのような，市場原理と商業ベースの原理にもとづく自由競争
では，当然のことながら，競争熾烈かつ利益期待の高い都市地域に経営資源が
集中配分されてしまい，結局，上記のようなアクセシビリティの不足の問題は
解消されない。
そのような現状に，技術的に実現性があり，また，採算性の面でも十分に実
現性がある対処方策として，p-DSLは提案されている。
２００５年以降加速度がつく全国ブロードバンド化の流れの中で，極めて小規
模ながらも，CANの手法に忠実に従いながら，新しい技術である p-DSLの試
験運用を行っているこのフィールド・テストの例が関係各位に何らかのフィー
ドバックをもたらすものとして役立つことができれば幸いである。
この論文は，松山大学平成１５年度特別研究助成の成果である。
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注
１）ICT（Information Communication Technology）は「情報通信技術」と訳される。わが国に
おいては，e-Japan戦略の前にたちあげられた「IT基本法（高度情報通信ネットワーク社
会形成基本法）」など「IT（情報技術）」という用語が長く主流となって使われてきた。し
かしながら，現在の情報化における大きな変革は，情報技術が，通信技術と相互に関与し
ながら起こっているものであり，「情報通信技術＝ICT」という用語を利用したほうが事象
を適切に表現している。
２）２００４年５月に，上杉研究室にて実施したアンケート調査の結果による。このアンケート
調査の結果に関しては，別途改めて論文としてまとめる予定である。
３）無線ルータおよびアンテナの購入に際しては，ルート株式会社の真野社長より格別のご
助力があった旨，特記しておく。
４）これを補って余りあったのは，地元住民の熱意とNPO法人凧ネットのメンバーの献身
的な奉仕であった。この点については特筆したい。
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